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報二〇一五』では、大韓民国、朝鮮民主主義人民共和国、モンゴル、中国、香港特別行政区、台湾、ＡＳＥＡＮベトナム、カンボジア、ラオス、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ティモール・レテ、ミャンマー、バングラデシュ インド、ネパール、スリランカ、パキスタン、アフガニスタンといったアジアの二三の国・地域を網羅している。そして、それぞれの国・地域につ て新聞、雑誌など 現地資料や現地での調査にもとづいて二〇一四年の動向を政治、経済 対外関係にわたって分析している。これらは、 〇一五年以降にアジア諸国・地域がどう動いていくの
かを考えるための基礎になる。また、アジアに関してこれだけの網羅性と質の高さを持つ刊行物はほかには い　
さらに、これら各国・地域編に加え
て、主要トピックスと 、 「北東アジアのＦＴＡ――中韓によ 硬軟両様の野心的転回」 「 おける米軍再編 展開」 「アジアとアメリカ――アジアへのリバランス再保証の行方」「ロシアのアジア政策――政権支持率の上昇と極東 梃入れ」といった問題をとりあげている。こうした主要トピックスは、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）交渉の行方や ジアの安全保障を考えるうえで大きな助けになるであろう。　
なお、 『アジア動向年報』の内容は
アジア経済研究所ウェブサイトで閲覧することもできる 研究所賛助会法人会員であれば最新版の閲覧が可能 あり、そうでない方々は最近五年以前本文、重要日誌などをみることができる。ただ ウェブサイトで 、二色刷りの本文が単色になってちょっと味気ないし、本文に挿入されている写真をみることもできない。 はキーワードで 検索 できるという点で使い勝手が いところもあるが、一冊の本は一冊の本だからこその発見に出会う楽しみがある。（なかがわ
　
まさひこ／アジア経済研
究所
　
動向分析研究グループ）
